府立病院機構の業務方法書の変更について
〇地方独立行政法人法に定める手続（法第22条第１項及び第３項）


業務方法書を作成し、知事に対し認可申請
　　　　　　　　　　　　　

知事は、認可に当たり、あらかじめ、評価委員会の意見を聴取

○業務方法書変更内容
　定款の業務名の変更に伴い、第４条（法人の行う業務）を変更する。
	改　　正　　案
	現　　　行

	（法人の行う業務）
第４条 法人は、定款第18 条各号に掲げる業務を行うものとする。

	（法人の行う業務）
第４条 法人は、定款第18 条の規定に基づき、次の業務を行うものとする。
一 医療の提供
二 医療に関する調査及び研究
三 医療に関する技術者の研修
四 児童福祉施設最低基準（昭和23 年厚生省令第63 号）第48 条第2 号に規定する第一種自閉症児施設の運営
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務


○定款変更内容（平成24年8月1日改正）
	改正後
	改正前

	（業務の範囲）
第18条 法人は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。
一 医療を提供すること。
二 医療に関する調査及び研究を行うこと。
三 医療に関する技術者の研修を行うこと。
四 児童福祉法（昭和22年法律第164号）第42条第2号に規定する医療型障害児入所施設をを運営すること。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。
	（業務の範囲）
第18条 法人は、第１条の目的を達成するため、次に掲げる業務を行う。
一 医療を提供すること。
二 医療に関する調査及び研究を行うこと。
三 医療に関する技術者の研修を行うこと。
四 児童福祉施設最低基準（昭和23年厚生省令第63 号）第48 条第2 号に規定する第一種自閉症児施設を運営すること。
五 前各号に掲げる業務に附帯する業務を行うこと。


資料６





第２２条　地方独立行政法人は、業務開始の際、業務方法書を作成し、設立団体の長の認可を受けなければならない。これを変更しようとするときも、同様とする。 


２ ～省略～ 


３ 設立団体の長は、第一項の認可をしようとするときは、あらかじめ、評価委員会の意見を聴かなければならない。 





地方独立行政法人








設立団体の長(知事)





評価委員への意見聴取








